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本則課税標準額は下の
説明をご覧ください。

下表の負担調整措置

土地

上昇する
価格が据え置かれていても税額が

税率：固定資産税1.4％ 都市計画税0.3％

税率：固定資産税1.4％ 都市計画税0.3％

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度

価格が
急激に上昇

税額は徐々に上昇
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　昭和57年１月１日以前からある家屋を取り壊し、当該家屋に代えて、令和８年３月31日までに新築された住宅のうち、以

・ 0

下の要件すべてを満たすものについて、新たに課税される年度から３年度分の固定資産税・都市計画税を居住部分につい
て全額減免します（注：新築マンションを購入した場合も、要件に該当すれば減免されます。）。新築された年の翌々年
（１月１日新築の場合は翌年）の２月末までに申請が必要です。

「昭和57年１月１日以前からある住宅で令和８年３月31日までに改修工事が完了した住宅」及び「昭和57年１月２日か
ら平成13年１月１日までの間に在来軸組工法により新築された２階建て以下の木造の住宅で令和６年４月１日から令和
８年３月31日までの間に改修工事が完了した住宅」について、以下の要件すべてを満たす場合は、固定資産税・都市計
画税（居住部分で１戸あたり120㎡相当分までを限度）を全額減免します。減免の期間は工事完了日の翌年度１年度分※

です。改修が完了した日から３か月以内に申請が必要です。
（※昭和57年1月1日以前からある住宅で通行障害既存耐震不適格建築物に該当する場合は２年度分）

※なお、下記算出例は土地一筆、家屋一戸ごとの相当税額です。実際の納付税額は端数処理をしていますので、一致しない場合があります。
令和４年２月に東京23区内の土地に住宅を新築した場合
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主税局ホームページ上、画面右下にあるアイコンから、
チャットボットでいつでもお問合せ
可能です。 Facebook

◎東京都では、納期等の役立つ情報をSNSでタイムリーに
　発信しています。是非フォローをお願いします。
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７年２月28日9月30日、 27

の1.1倍 ・ 0

　固定資産課税台帳に価格等が登録された旨の公示の日（令和６年度は４月１日）から、納税通知書を受け取った日後３か
月以内（上記公示の日以後に価格等の決定又は修正等があった場合、その通知書を受け取った日後３か月以内）に、東京都
固定資産評価審査委員会に審査の申出をすることができます。審査申出書を、同委員会又は審査の申出に係る固定資産の
所在地を所管する都税事務所に提出してください。（審査申出書は、同委員会ホームページ、各都税事務所で入手できます。）
　なお、令和 6年度は基準年度に当たるため、全ての土地及び家屋について固定資産課税台帳に登録された価格が、審査の
申出の対象となります。固定資産課税台帳に登録された価格等について疑問のある方は、固定資産の所在地を所管する都
税事務所の窓口にお問い合わせください。
　また、審査の決定に不服がある場合には、決定の取消しの訴えを提起することができます。

よくあるお問合せ

現行の

東京都固定資産評価審査委員会

　商業地等（住宅用地以外の宅地等）の固定資産税・都市計画税額に対し、課税限度額（負担水準の上限）を条例によ
り価格の70％から65％に引き下げる減額措置を行っています。

　令和６年度の固定資産税・都市計画税の税額が、前年度の税額に1.1を乗じて得た額を超える場合には、条例により
当該超える額に相当する税額を減額する措置を行っています。

　ー画地の面積が400㎡以下の非住宅用地について、200㎡までの固定資産税・都市計画税の税額の２割が減免され
ます。ただし、個人又は資本金・出資金が１億円以下の法人が所有するものに限ります。
　新規に対象となる方には、令和６年９月までに申請書をお送りします（申請期限：令和６年12月27日）。

　小規模住宅用地（住宅１戸につき200㎡までの土地）に対する都市計画税額の２分の１を軽減する措置を行っています。

　居住部分の床面積の割合が２分の１以上で、１戸あたりの床面積が50㎡（共同貸家住宅については40㎡）以上280
㎡以下の住宅を新築した場合は、新たに課税される年度から３年度分（３階建て以上の耐火・準耐火建築物は５年度分）、
固定資産税額の２分の１（ただし、居住部分で１戸あたり120㎡相当分までを限度）を減額します。

　新築住宅に対する減額の適用の要件を満たす家屋のうち、平成21年６月４日以降に新築された認定長期優良住宅は、
新築された年の翌年（１月１日新築の場合はその年）の１月31日までに申告のあった場合、減額期間が新たに課税される
年度から５年度分（３階建て以上の耐火・準耐火建築物は７年度分）となります。

内容 設例の場合 説明

固定
資産税

令和６年度価格 ① 45,000,000 円
本則課税標準額 　　　　　　　　  ② 7,500,000 円 ①× 1/6 （小規模住宅用地）
前年度課税標準額　　　 ③ 6,750,000 円
負担水準                  ④ 90% ③÷②× 100
負担調整措置            ⑤ 7,125,000 円 ③＋（②× 5 ％）
令和６年度課税標準額　 ⑥ 7,125,000 円 ⑤＞②の場合は②、⑤＜②× 20％の場合は②× 20％

今回⑤は② （7,500,000 円） を上回らないため、⑥＝⑤
当初税額　　　　　　　　　Ａ 99,750 円 ⑥×税率（1.4％）（円未満切捨て）
条例附則第 15 条の 3
減額の適用可否 ⑦ 7,425,000 円 ③× 1.1

Ｂ 103,950 円 ⑦×税率（1.4％）（円未満切捨て）Ａ＜Ｂのため、減額適用なし
相当税額 99,750 円

都市
計画税

本則課税標準額 ⑧ 15,000,000 円 ①× 1/3（小規模住宅用地）
前年度課税標準額 ⑨ 14,700,000 円
負担水準 ⑩ 98% ⑨÷⑧× 100
負担調整措置 ⑪ 15,450,000 円 ⑨＋（⑧× 5 ％）
令和６年度課税標準額 ⑫ 15,000,000 円 ⑪＞⑧の場合は⑧、⑪＜⑧× 20％の場合は⑧× 20％

今回⑪は⑧ （15,000,000 円） を上回るため、⑫＝⑧
当初税額 Ｃ 45,000 円 ⑫×税率 （0.3％）（円未満切捨て）
条例附則第 20 条の 3
減額の適用可否 ⑬ 16,170,000 円 ⑨× 1.1
  Ｄ 48,510 円 ⑬×税率 （0.3％）（円未満切捨て）Ｃ＜Ｄのため、 減額適用なし
軽減額 ⑭ 22,500 円 C × 1/2 （円未満切上げ）小規模住宅用地の軽減
相当税額 22,500 円 C －⑭

内容 設例の場合 説明

固定
資産税

令和６年度価格 ① 9,000,000 円
令和６年度課税標準額 ② 9,000,000 円 ②＝①
当初税額 ③ 126,000 円 ②×税率（1.4％）（円未満切捨て）
新築住宅減額 ④ 63,000 円 ③× 1/2（床面積すべてが新築住宅減額適用）
相当税額 ⑤ 63,000 円 ③－④

都市
計画税

令和６年度課税標準額 ⑥ 9,000,000 円 ⑥＝①
相当税額 ⑦ 27,000 円 ⑥×税率（0.3％）（円未満切捨て）

（設例）小規模地積（150㎡）、令和６年度価格45,000,000円、令和５年度に条例附則15条の3減額の適用なし
　　　固定資産税前年度課税標準額6,750,000円、都市計画税前年度課税標準額14,700,000円の場合

（設例）床面積(100㎡)、令和６年度価格9,000,000円の場合


